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消費者態度指数
(全国・一般世帯） 暮らし向き 収入の増え方 雇用環境 耐久消費財の買い時判断

前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差 前月差 前年差

05年3月 45.2 ▲ 2.4 2.5 43.6 ▲ 2.8 1.2 42.1 ▲ 3.6 2.0 46.5 ▲ 2.1 5.2 48.4 ▲ 1.3 1.3
4月 47.4 2.2 2.0 46.0 2.4 1.6 45.6 3.5 3.5 48.8 2.3 2.4 49.2 0.8 0.7
5月 48.3 0.9 0.0 47.0 1.0 ▲ 0.1 46.5 0.9 0.6 49.6 0.8 0.0 50.0 0.8 ▲ 0.7
6月 46.6 ▲ 1.7 1.7 45.2 ▲ 1.8 1.6 43.3 ▲ 3.2 1.4 48.3 ▲ 1.3 2.7 49.7 ▲ 0.3 1.4
7月 48.1 1.5 ▲ 0.6 46.9 1.7 ▲ 0.2 45.7 2.4 ▲ 0.3 49.7 1.4 ▲ 0.5 50.2 0.5 ▲ 1.4
8月 48.4 0.3 ▲ 0.8 46.9 0.0 ▲ 0.6 45.9 0.2 ▲ 0.7 50.4 0.7 ▲ 0.3 50.4 0.2 ▲ 1.5
9月 45.5 ▲ 2.9 ▲ 0.6 44.2 ▲ 2.7 ▲ 0.9 43.0 ▲ 2.9 ▲ 0.3 47.4 ▲ 3.0 0.5 47.5 ▲ 2.9 ▲ 1.7
10月 47.9 2.4 0.2 46.3 2.1 ▲ 0.3 45.9 2.9 ▲ 0.2 49.9 2.5 1.7 49.4 1.9 ▲ 0.6
11月 48.2 0.3 0.2 46.3 0.0 ▲ 0.1 45.7 ▲ 0.2 ▲ 0.5 50.8 0.9 1.7 49.8 0.4 ▲ 0.3

12月 46.5 ▲ 1.7 2.5 44.2 ▲ 2.1 1.2 42.8 ▲ 2.9 1.0 49.3 ▲ 1.5 5.3 49.8 0.0 2.5
06年 1月 49.5 3.0 2.1 46.9 2.7 0.7 46.0 3.2 0.3 53.5 4.2 5.6 51.4 1.6 1.7

2月 49.8 0.3 2.2 46.7 ▲ 0.2 0.3 46.2 0.2 0.5 54.9 1.4 6.3 51.4 0.0 1.7
3月 47.9 ▲ 1.9 2.7 45.1 ▲ 1.6 1.5 43.5 ▲ 2.7 1.4 52.9 ▲ 2.0 6.4 50.0 ▲ 1.4 1.6

（出所）内閣府「消費動向調査」 　※原数値、月次

消費者意識指標

 

消費者態度指数の推移（四半期調査、季調値）
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(出所）内閣府「消費動向調査」

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消費者態度指数（全国、一般世帯）
暮らし 収入の 雇用環境 耐久消費財の
向き 増え方 買い時判断

04年3月 43.0 42.8 40.2 42.0 47.3
6月 43.9 42.8 41.2 43.3 47.7
9月 45.5 44.3 42.8 46.0 48.8
12月 45.3 44.2 43.0 46.6 48.0

05年3月 45.5 44.0 42.3 47.2 48.7
6月 45.6 44.4 42.6 46.1 49.1
9月 44.9 43.3 42.4 46.3 47.1
12月 47.9 45.5 43.9 52.1 50.6

06年3月 48.2 45.5 43.7 53.7 50.3
（出所）内閣府「消費動向調査」
※季節調整値、四半期

 

 

○消費マインドの改善傾向が持続 

３月の消費動向調査によると、消費マインドを表す消費者態度指数（全国、一般世帯）は47.9（前月差

▲1.9ポイント）となった。もっとも、原数値ベースの消費者態度指数では３の倍数の月は指数が低下し

やすいという季節性を持つため、この値をそのまま受け取ることは適当ではない。そこで前年差をみると

＋2.7と、前月の＋2.2からプラス幅が拡大していることが確認できる。また、季節調整値（四半期）をみ

ても48.2と、2005年12月調査において大幅に改善した後にもかかわらず２期連続での改善となっている。

全体として、消費者マインドの改善傾向が続いていることを確認させる内容だったといえる。 

消費者態度指数の内訳をみると、特に改善が際立っているのが「雇用環境」だ。失業率や有効求人倍率

の改善、新卒採用の増加など、このところ企業の採用意欲の強さを示すニュースには事欠かないが、こう

した状況が家計の雇用環境に対する不安感を減じさせているということだろう。先行きに関しても、株価
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の大幅な下落といった事態でも想定しない限り、消費者マインドの緩やかな改善傾向が続く可能性が高そ

うだ。 

 このように、雇用者報酬の緩やかな増加傾向が続いていることに加え、消費者マインドが改善傾向にあ

ることが消費を下支えしている。個人消費を取り巻く環境は引き続き良好だ。 

 

○ １-３月期の個人消費は鈍化も、均してみれば堅調な推移が続く 

足元の個人消費の動向を確認してみよう。１、２月の個人消費は全般的に不冴えな結果に終わった。特

に需要側の統計である家計調査は、サンプル要因と考えられる落ち込みもあってかなり低調だ。供給側統

計は家計調査に比べれば健闘はしているが、05年10-12月期からは伸びが鈍化していることには変わりな

い。ＧＤＰベースでみると、昨年10-12月期の実質個人消費は前期比＋0.9％と非常に高い伸びとなってい

たが、この反動が若干出ている模様である。このため、１-３月期の個人消費は前期と比べて伸びが大き

く鈍化することは避けられないだろう。 

もっとも３月に関しては既に持ち直しの兆しがみられている。春物商戦が好調だったことを受けて東京

都百貨店売上高が前年比＋1.4％と再びプラスに転じるなど良好な結果だったことや、景気ウォッチャー

（家計部門）が大幅に改善したことなどから判断すれば、３月の個人消費はある程度底堅く推移した模様

だ。年初にみられた消費の鈍化はあくまで前期の高い伸びからの反動といった面が強そうだ。均してみれ

ば堅調な推移が続いているという判断が妥当と思われる。前述の通り個人消費を取り巻く諸環境が良好で

あることも、こうした見方をサポートする。 

 

○ 家計の物価見通しはプラス方向へ 

 消費動向調査では、家計の物価見通しについても調査が行われている。これによると、消費者が予想す

る１年後の物価見通し（一般世帯、原数値）のうち、物価が「上昇する」とみる世帯の割合は52.1％と５

割を超えており、「低下する」の6.5％を大きく上回る状態が続いている。原油価格上昇がかなり影響し

ていることや、「変わらない」と予想する世帯の割合も32.7％とかなり高いことなどもあるため、家計が

この先、物価の持続的な上昇を見通しているとまで言うのは言い過ぎだろう。だが少なくとも、足元で家

計のデフレ期待が解消されてきていることは確かなようだ。 

 

 
消費者が予想する１年後の物価見通し
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(出所）内閣府「消費動向調査」

 消費態度指数の推移（月次）
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